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概要（和文原稿のみ）
本論文の目的は・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
キーワード（和文原稿のみ）
持続可能な開発、ライフサイクルアセスメント、リサイクル、・・・・

Synopsis
The objective of …………………………………………………………(200words以内)
Keywords
sustainable development; life cycle assessment; recycle; …

1. はじめに
「日本LCA学会誌」に投稿する際は、本執筆要領に定められた原稿書式に則るものとする。本要領は定型書式（テンプレート）を兼ねているので、原則として本ファイルを用いて原稿を作成すること。

2. 原稿の長さ
原稿は、投稿規程に定められた刷上り頁制限を厳守する（刷上り1頁は2392文字、英文約1000語。ただし、タイトル頁は1768文字。）。

3. 原稿書式
3.1　原稿の形式
原稿は、本テンプレートにしたがって、縦置きA4版用紙に横書きする。各頁の下余白中央に頁番号、左余白に行番号を通しで記入すること。和文の場合は横40文字×縦30行とし、英文の場合はダブルスペースで記載する。
原稿は、概要／Synopsis、キーワード／Keywords、本文、謝辞（必要な場合）、参照文献、付録／Appendix（必要な場合）、Caption List、図・表／Figures・Tablesからなり、この順に記載される。ただし、「諸報」と「その他」に属するものは、概要／Synopsisとキーワード／Keywordsはなくても良い。「ノート」はキーワード／Keywordsを省く。
必要に応じて、原稿とは別にSupporting Informationも添付して、オンライン公開できる。
原稿のタイトル、著者名、所属は、本テンプレートに依らず、論文投稿システムに記入されたものから編集委員会が起こす。

3.2　概要／Synopsis
概要／Synopsisは、本文を参照せずに内容を的確に把握できるように書かれていなければならない。
和文原稿の場合、日本語と英語が必要であり、日本語と英語の内容は同一とする。英文原稿については、英語のみとする。英語のSynopsisは200words以内とし、日本語の概要は英語のSynopsisに対応する長さとする。

3.3　キーワード／Keywords
キーワードは、記事内容を表す重要な語を5つ以内で選び、日本語は読点で区切り、英語はセミコロンで区切る。日本語と英語のキーワードは同一とする。

3.4　本文
本文は以下の事項にしたがって日本語または英語で記載する。
3.4.1　文章
(1) 本文の形式は特に定めないが、研究論文では目的および結論を明確にする。ノートは形式にとらわれず簡潔に書く。各専門分野における常識的な事柄に関する冗長な説明や教科書的な内容の記述は避ける。
(2) 文章は簡潔で平易な口語体とし、特に英文もしくはカタカナ書きを必要とする部分以外は常用漢字および現代かなづかいを用いる。外国の固有名詞は原則として原語つづりとする。
(3) 日本語で記述する場合、文章の区切りには、句点（。）、読点（、）を用い、いずれの場合にも全角で1文字分をあてる。また新しい段落の始めは1文字分あける。英数字ならびにそれと一体化した記号は原則として半角とし、他の文字・記号などは全角を用いる。
(4) 略語は、初出の際に、省略のないものを書き出した上で用いることを原則とする。たとえば、「持続可能な開発目標（SDGs）」または「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals; SDGs）」とした後に、「SDGs」と略記することができる。

3.4.2　単位
単位はSI単位の使用を原則とする。

3.4.3　見出し
本文中の区分は、大見出し、中見出し、小見出しなどを明瞭にする。大見出しの前は1行あける。
〔例〕1.･･･、1.1･･･、1.2･･･、1.2.1･･･、1.2.2･･･など。その後の細分は、(1)、(2)、･･･のようにするが、過度の細分化は避けること。

3.4.4　脚注
脚注を必要とする場合は、該当する語句の右肩に上付き添字で脚注1)のように表示し、同じ頁の下段に本文と区別して記載する。

3.4.5　数式
数式を本文中に記す場合には、x = ( a + b ) / ( c + d )のように記載する。
本文から独立した数式は、

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
脚注1)　脚注は、用語の解説や補足説明など、本文中に取り込むことができない詳細な説明をするために用いられるものであり、なるべく避けることが望ましい。

					(1)

						(2)


　										(3)

のように行を改め、文章中では、式(1)や式(2, 3)のように参照する。
なお、式(2)のように長い数式の場合、本誌が2段組であることを考慮し、可能な限り、式(3)のように途中で改行するなどの工夫をすることが望ましい。

3.5　謝辞
謝辞は、必要な場合に限って本文と参照文献の間に記述する。日本語または英語のどちらでも良い。

3.6　参照文献
文献は、本文や図・表中で参照、引用あるいは参考にしたもののみについて、それがなされた場所に記す。文献の表記は原則として当該文献の言語を用いる。表記の形式は以下の2つのいずれか1つを選択する。
形式その1）：括弧内に著者名と発表年をつけて（松野 2005）の如く示す。ただし、ウェブサイトなどのように、発表年が特定できない文献については、年の記載は省く。著者が2名の場合は（成田、生田 2005）、（Matsuno and Betz 2008）などと記し、3名以上の場合は（足立ら 2004）、（Hatayama et al. 2007）のように筆頭著者名のみ記載する。なお、同一著者が同一年に出版した複数の文献を参照する場合は、（松野、近藤 2005a）、（松野、近藤 2005b）のように、年の後にアルファベットを付記して区別する。複数の文献を同時に参照する場合には（松野 2005a, b）、（Matsuhashi and Moriguchi 1998; 足立ら 2004）のように記載する。参照文献を文中で直接特定するには、「松野（2005）によると、．．．」のように、著者名を括弧の外に出す。
参照文献の書誌情報は、本文の後に、著者名のアルファベット順に（著者が同じ場合は年代の古い順に）まとめて掲載する。読点は半角のコンマ（ , ）を用い、著者名は全員記載する。なお、文献名は文献の言語（原語）に従って表記することが望ましい。雑誌名は公称ないし慣用に従って省略してもよい。頁は最初と終わりの両方を記入する。文献の種類毎の記載例を、参照文献の項に例示するので参考にされたい。また、記載すべき事項を文献種類別に整理したものを表1に示す。表1

形式その2）：参照箇所の肩に1, 2), 5-7)、のように通し番号を付けて示し、書誌情報は本文の後に番号順にまとめて記載する。記載すべき事項を文献種類別に整理したものを表1に示す。その他は、形式その1）と同様である。雑誌1-5)、書籍6, 7)、学会講演要旨8, 9)、報告書10, 11)、ウェブサイト12)、ソフトウェア・コンピュータプログラム13)、それぞれの記載例を参照文献の項に示したので参考にされたい。

3.7　付録／Appendix
付録／Appendixは、必要な場合に限って、参照文献とCaption Listの間に記載する。日本語または英語のどちらでも良い。

3.8　Caption List
Caption Listは頁を改めて記入する。図・表のキャプションならびに図・表中の文字は、和文あるいは英文のどちらか1つを用いて記載する。

3.9　図・表／Figures・Tables
図(Figure)および表(Table)の使用は、内容を理解するのに必要なもののみとし、重複は避ける。他の著作物からの図・表の利用は、その出典を明記し、必要なら著作権保持者からの許可を得ておくこと。写真は図と区別することなく、図として統一する。
図・表は、本文とは別に作成し、それぞれ通し番号を付け、図表ごとに頁を変え頁右下に代表著者の姓名と図表番号とを記入する。図・表に用いる言語はCaption Listで用いた言語とする。図・表中でのキャプションの位置は、図の場合には図の下に、表の場合には表の上に記載する。
図・表の本文中での挿入位置を本文原稿右余白に記す。本文中での図・表の表記は、図・表を和文で作成した場合は和文（例：図1、表1）、英文で作成した場合は英文（例：Figure 1、Table 1）とする。
図1に、本学会誌創刊号の表紙を例として示す。図 1

図はそのまま製版に使用できるように明瞭に作成する。写真はコントラストの明瞭なものを用いる。図の刷上り基準は横幅85mmであるため、文字の大きさ線の太さを十分考慮して作成する。縮尺に関して特別の希望がある場合はその旨を編集委員会に連絡する。

4.　おわりに
この要領は2004年10月26日より施行する。最新の改訂は、202518年812月215日に行われた。

謝辞
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付録／Appendix
付録／Appendixが必要な場合には、参照文献とCaption Listの間に記述する。
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図1  日本LCA学会誌 第1号 第1巻 表紙
表1  参照文献の種類別に示した記載事項一覧
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図1　日本LCA学会誌 第1号 第1巻 表紙



代表著者姓名、図表番号

表1　参照文献の種類別に示した記載事項一覧
	種類
	記載事項

	雑誌
	通常の１記事
	著者名 (全員) (発行年): 雑誌名(略記にて可), 巻(号), 頁-頁

	
	早期公開
	著者名 (全員) (発行年): 雑誌名(略記にて可), Advance Publication, DOI, 入手先 <URL>, (参照日付)

	書籍
	図書1冊
	著者または編者名 (発行年): 書名, 出版者, 出版地 , 全頁数pp.

	
	[bookmark: 5-2-2]図書の１章または一部
	著者名 (発行年): “章の見出し” , 書名, 編者名, 出版者, 出版地, 頁-頁

	
	定期刊行物でない論文集
	著者名 (発行年): “論文名” , 書名, 編者名, 出版者, 出版地,頁-頁

	学会講演要旨
	著者名 (開催年): 学会名講演要旨集等の名称, 開催地, 頁-頁

	報告書
	著者名 (発行年): 報告書名, 発行者(著者名と同じときは省略可),頁-頁

	ウェブサイト
	著者名, ウェブページ*の題名, ウェブサイト*の名称, 入手先 <URL>, (参照日付)

	ソフトウェア・
コンピュータ
プログラム
	作成者名, ソフトウェア（コンピュータプログラム）名, バージョン, 出版地, 出版者（作成者と同じときは省略可）, 出版年（更新日付が記されているときは省略可）, 更新日付



*ウェブサイトとウェブページは、ともにWWW上のページのことであるが、ウェブページは個々のページのことを、ウェブサイトはウェブページの集合体を指す。







代表著者姓名、図表番号
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